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（企業集団の状況） 

  当社グループは、当社、子会社 57 社及び関連会社 12 社で構成され、“「食」の新しい

価値を創造し、お客様の健康で幸せな毎日に貢献する”を基本理念とし、牛乳・乳製品

等を原料とする食品の製造・販売を行う会社を核として構成されております。また、こ

れに関連した畜産品事業、飼料事業、輸送及びその他サービス等の事業活動の展開も行

っております。 

 各事業における当社グループ各社の位置付け等は、次の通りであります。 

 

（1）食品事業 

 牛乳・乳製品・アイスクリーム他食品の製造・販売 

   当社が製造・販売する他、牛乳・飲料については、連結子会社四国明治乳業㈱他２

社、子会社３社、持分法適用関連会社沖縄明治乳業㈱他１社、関連会社２社が製造・

販売を行っております。マーガリン類については、連結子会社明治油脂㈱より、冷凍

食品については、連結子会社日本罐詰㈱より仕入れている他、農水産加工食品等につ

いて子会社４社、関連会社２社が製造・販売を行っております。 

 

 牛乳・乳製品・アイスクリーム他食品の販売 

   当社が販売する他、連結子会社東京明販㈱他８社、子会社４社、関連会社１社が当

社製品の販売を行っております。 

 

 畜産品事業 

   連結子会社明治ケンコーハム㈱他２社、子会社２社、関連会社１社が製造・販売を

行っております。 

 

（2）サービス・その他事業 

 飼料事業 

   連結子会社明治飼糧㈱他、子会社１社、関連会社１社が製造・販売を行っておりま

す。 

 

 物流事業 

   連結子会社㈱カントラ他２社、子会社 12 社が行っております。 

 

 その他事業 

   連結子会社フレッシュネットワークシステムズ㈱他３社、子会社６社、関連会社３

社が行っております。 
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（連結財務諸表等） 

1.連結貸借対照表 
    （単位：百万円） 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

             期別 
 

 科目 金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 
比較増減 

(資産の部)  

 流動資産  

  現金及び預金 3,638 3,793  △154

  受取手形及び売掛金 81,499 82,543  △1,044

  たな卸資産 36,967 39,628  △2,660

  繰延税金資産 6,886 6,267  618

  その他 8,134 10ᄀ7
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2.連結損益計算書 
    （単位：百万円） 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

比較増減              期別 
 

 科目 
金額 百分比(％) 金額 百分比(％) 金額 ％ 

 売上高 710,908 100.0 725,024 100.0 △14,116 △1.9

 売上原価 515,712 72.5 522,970 72.1 △7,257 △1.4

 売上総利益 195,195 27.5 202,053 27.9 △6,858 △3.4

 販売費及び一般管理費 175,205 24.6 182,637 25.2 △7,432 △4.1

 営業利益 19,989 2.8 19,415 2.7 574 3.0

 営業外収益 2,746 0.4 2,819 0.4 △73 △2.6

  受取利息及び受取配当金 639 532  107 

  たな卸資産売却益 473 463  10 

  その他 1,632 1,823  △191 

 営業外費用 2,556 0.4 3,153 0.4 △597 △18.9

  支払利息 1,057 1,461  △404 

  たな卸資産処分損 1,022 1,016  6 

  その他 476 676  △200 

 経常利益 20,179 2.8 19,081 2.6 1,097 5.8

 特別利益 5,598 0.8 1,234 0.2 4,363 353.5

  固定資産売却益 1,971   965  1,006 

  貸倒引当金戻入益 455 52  403 

    厚生年金基金代行部分返上益 2,854 －  2,854 

  その他 316 216  99 

 特別損失 6,644 0.9 3,131 0.4 3,513 112.2

  固定資産処分損 3,306 2,011  1,295 

  有価証券評価損 15 －  15 

    減損損失 340 －  340 

  事業整理損 1,487 －  1,487 

  その他 1,494 1,120  373 

 税金等調整前当期純利益 19,133 2.7 17,184 2.4 1,948 11.3

 法人税、住民税及び事業税 6,081 0.9 7,480 1.0 △1,398 

 法人税等調整額 2,901 0.4 △29 △0.0 2,930 

 少数株主利益 95 0.0 10 0.0 84 

 当期純利益 10,055 1.4 9,722 1.3 332 3.4

 

3.連結剰余金計算書  
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１ 連結の範囲に関する事項 

 当連結財務諸表に含まれた連結子会社は、次のとおり25社であります。 

明治飼糧株式会社       日本罐詰株式会社       明治油脂株式会社 

フレッシュネットワークシステムズ株式会社          東京牛乳運輸株式会社 

株式会社カントラ       北海道明販株式会社      東北明販株式会社 

東京明販株式会社       東京明治フーズ株式会社    中部明販株式会社 

金沢明販株式会社       近畿明販株式会社       中国明販株式会社 

九州明乳販売株式会社     株式会社アサヒブロイラー   明治アグリス株式会社 

明治ケンコーハム株式会社   大阪保証牛乳株式会社     四国明治乳業株式会社 

株式会社ケー・シー・エス   東海明治株式会社       大蔵製薬株式会社 

株式会社明治テクノサービス  株式会社ナイスデイ 

 

 

 その他の子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

 当連結財務諸表における持分法適用会社は、次のとおりであります。 

沖縄明治乳業株式会社     パンピー食品株式会社 

 

 持分法を適用していない非連結子会社32社及び関連会社10社の当期純損益及び利益剰余金等の合

計額(持分に見合う額)は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないので、これらの会社に

対する投資については、持分法を適用せず、原価法によっております。持分法の適用会社のうち、

決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度にかかる財務諸表を使用しておりま

す。 

 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、株式会社ケー・シー・エスの決算日は、12月31日であります。連結財務諸表

の作成に当たっては、平成17年12月31日現在の財務諸表を使用しておりますが、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整が行われております。 
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４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

  ・その他有価証券 

    時価のあるもの………………………………連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

                      （評価差額は全部資本直入法により処理し、売 

                       却原価は主として移動平均法により算定） 

    時価のないもの………………………………主として移動平均法による原価法 

 ②デリバティブ………………………………………時価法 

 ③たな卸資産…………………………………………主として移動平均法による原価法 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産………………………………………定率法 

 ただし、昭和60年４月１日以降に親会社が取得した不動産賃貸事業用の建物、構築物等、平

成10年度の税制改正に伴い、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並び

に親会社が取得した守谷工場、東北工場、九州工場、関西工場及び本社等社屋の建物、構築物、

機械装置等については、主として定額法を採用しております。 

 ②無形固定資産………………………………………定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 ②退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異(17,320百万円)については、15年による按分額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(主として14年)による按分額を翌連結会計年度より費用処理することとしております。 

 過去勤務債務(債務の減額)については、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(主として７年)による按分額を費用処理しております。 ଃ ⡀ ⁾
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 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定の償却については、発生日以後５年間の均等償却を行なっております。 

 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

会計処理の変更 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

    当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））および「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用しております。

これにより、税金等調整前当期純利益は 340百万円減少しております。 

   （拡売費の計上区分） 

    当連結会計年度より、親会社の乳製品部門のバター、チーズ類およびその他部門のマーガリ

ン類等におきまして、得意先に対する拡売費支出の内容を見直した結果、実質的に売上値引と

しての性格が増してきたことから、取引制度を見直し、実質的な値引相当額を、従来の販売費

及び一般管理費から売上高を直接減額する方法に変更しております。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、売上高、売上総利益、販売費及び一般管

理費がそれぞれ2,157百万円減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に影響はありません。  
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連結財務諸表に関する注記 

 
（連結貸借対照表関係） 
 
 
 

当期 
(平成18年３月31日)

前期 
(平成17年３月31日)

 １．有形固定資産の減価償却累計額 228,490百万円 227,017百万円

 ２．自己株式 834,195株  691,653株 

 ３．偶発債務    

    債務保証 303百万円 264百万円

              経営指導念書等                  84   〃        82  〃 

  

４．受取手形の裏書譲渡高は、30百万円であります。 
 

          ５．コミットメントライン契約 

 親会社は、機動的な資金調達及び資金効率の改善を目的として、取引金融機関７行との間

で、コミットメントライン契約を締結しております。 

         この契約に基づく当連結会計年度末における借入金未実行残高は、次のとおりであります。 

                     コミットメントラインの総額  20,000 百万円 
                     借入実行残高          －      
            差引額           20,000 百万円 
 
 
（連結損益計算書関係） 

１． 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次のとおりであります 

       運賃保管料        28,927百万円 

       拡売費          49,942  〃 

       労務費          38,199 〃 

       退職給付費用        2,763  〃 

 

    ２．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 

        土地           1,962  百万円 

       その他の固定資産         8 〃  

        計           1,971  百万円 
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３．固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。 

        建物           1,344 百万円 

       機械装置        1,515  〃 

       工具器具備品他      447  〃  

        計          3,306 百万円 

 

 

４． 減損損失 

    当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しまし

た。 
          

用途 種類 場所 
遊休不動産 土地等 埼玉県和光市他 

 
       事業の種類別セグメントをベースに資産のグルーピングを行っております。上記の資

産は遊休状態であり今後の使用見込みもないため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し減損損失（340百万円）として特別損失に計上しました。 

       なお、これらの回収可能価額は、主に売却予定価額もしくは相続税評価額等に基づい

て合理的に算定した価格に基づく正味売却価額により評価しています。 
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４ 会計処理の方法の変更 

   「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、親会社の乳製品部門のバター、チーズ類及び

その他部門のマーガリン類等におきまして、得意先に対する拡売費支出の内容を見直した結果、実質的に

売上値引としての性格が増してきたことから、取引制度を見直し、実質的な値引当額を、従来の販売費及

び一般管理費から売上高を直接減額する方法に変更しております。 

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の食品事業の売上高と営業費用がそ
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２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異
の原因となった主要な項目別の内訳 

 
当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

法定実効税率 40.4％ 40.4％

 (調整)  

 交際費等永久に損金に算入されない項目 4.2〃 5.2〃

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.0〃 △1.2〃

 連結調整勘定の償却額 △0.9〃 △1.0〃

 評価性引当額 4.5〃 0.7〃

 住民税均等割 1.2〃 1.4〃

 研究費等の法人税額特別控除 △2.8〃 △3.2〃

 その他 1.4〃 1.1〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.0％ 43.4％
  
（有価証券関係） 

当連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの                   
 

区分 
 

取得原価 
(百万円) 

連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

 
差額 

(百万円) 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの 

   

①株式 10,308 27,282 16,974 

小計 10,308 27,282 16,974 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えな
いもの 

   

①株式 122 109 △12 

②債券 11 11 0 

小計 133 121 △12 

合計 10,442 27,404 16,961 

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて、11百万円減損処理を行っております。 

 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの                   
 

区分 
 

取得原価 
(百万円) 

連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

 
差額 

(百万円) 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの 

   

①株式 8,481 17,888 9,407 

②債券 28 33 5 

小計 8,509 17,922 9,412 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えな
いもの 

   

①株式 350 301 △49 

小計 350 301 △49 

合計 8,859 18,223 9,363 

 (注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて、減損処理を行っておりません。 

 



23 

（デリバティブ取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
  
 
 
（退職給付関係） 
 
１ 採用している退職給付制度の概要 

    当社グループの採用する退職給付制度は、退職金規則に基づく退職一時金制度の他、確定給付型の企業年金制

度として、親会社で採用している企業年金基金制度と、連結子会社で採用している厚生年金基金制度及び適格退
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４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％ 2.5％

ハ 期待運用収益率 主として3.5％ 主として3.5％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 主として 14年 主として 14年

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 15年

ヘ 過去勤務債務の処理年数 主として ７年 主として ７年

  
なお、連結子会社については、退職給付債務等の計算に主として簡便法を採用しております。 
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（個別財務諸表等） 

1.貸借対照表 
    （単位：百万円） 

当期 
(平成18年３月31日) 

前期 
(平成17年３月31日) 

             期別 
 

 科目 金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 
比較増減 

(資産の部)  

 流動資産  

  現金及び預金 1,735 1,961  △226

  受取手形 2,169 2,548  △378

  売掛金 59,631 59,641  △10

  たな卸資産 28,987 32,110  △3,122

  繰延税金資産 5,873 5,252  621

  その他 5,884 5,710  174

  貸倒引当金 △570 △692  122

流動資産合計 103,711 36.7 106,532 38.7 △2,820

 固定資産  

  有形固定資産 115,575 118,373  △2,797

   建物 42,275 41,689  585

   機械装置 42,483 43,662  △1,178

   土地 20,099 20,038  61

   その他 10,717 12,983  △2,266

  無形固定資産 614 676  △62

  投資有価証券 27,914 20,102  7,812

    前払年金費用 4,330 －  4,330

  その他の投資 36,667 33,382  3,284

  貸倒引当金 △6,259 △4,053  △2,205

固定資産合計 178,842 63.3 168,481 61.3 10,361

資産合計 282,554 100.0 275,013 100.0 7,540

 

当期 
(平成18年３月31日) 

前期 
(平成17年３月31日) 

             期別 
 

 科目 金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 
比較増減 

(負債の部)  

 流動負債  

  支払手形 3,268 3,423  △154

  買掛金 41,864 42,496  △631

  短期借入金 18,340 13,460  4,880

  コマーシャルペーパー 16,000 12,000  4,000

  未払法人税等 1,904 2,625  △720

  未払費用 25,285 24,554  731

  その他 15,849 16,565  △716

流動負債合計 122,514 43.4 115,124 41.9 7,389

 固定負債  

  社債 35,000 35,000  －

  長期借入金 16,372 29,303  △12,930

  繰延税金負債 6,750 1,738  5,011

  退職給付引当金 1,859 4,242  △2,383

  その他 210 223  △12

固定負債合計 60,192 21.3 70,506 25.6 △10,314

負債合計 182,706 64.7 185,631 67.5 △2,924

(資本の部)  

  資本金 23,090 23,090  －

  資本剰余金 21,434 21,432  2

   資本準備金 21,421 21,421  －

   その他資本剰余金 13 11  2

  利益剰余金 46,398 40,107  6,290

   利益準備金 5,311 5,311  －

   任意積立金 30,718 26,410  4,308

   当期未処分利益 10,368 8,386  1,981

  その他有価証券評価差額金 9,318 5,055  4,263

  自己株式 △394 △303  △90

資本合計 99,847 35.3 89,382 32.5 10,465

負債及び資本合計 282,554 100.0 275,013 100.0 7,540
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2.損益計算書 
    （単位：百万円） 

当期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

前期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

比較増減              期別 
 

 科目 
金額 百分比(％) 金額 百分比(％) 金額 ％ 
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重要な会計方針 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

   時価のあるもの……………………………決算日の市場価格等に基づく時価法 

                    （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却 

                     原価は移動平均法により算定） 

   時価のないもの……………………………移動平均法による原価法 

 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法………時価法 

 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 商品・製品………………………………………移動平均法による原価法 

 原材料・貯蔵品…………………………………移動平均法による原価法 

 

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産…………………………………定率法 

 ただし、昭和60年４月１日以降に取得した不動産賃貸事業用の建物、構築物等、平成10年

度の税制改正に伴い、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに守

谷工場、東北工場、九州工場、関西工場及び本社等社屋の建物、構築物、機械装置等につい

ては、定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産…………………………………定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 

 

５ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

 会計基準変更時差異(16,261百万円)については、15年による按分額を費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(14年)による按分額を翌期より費用処理することとしております。 

 過去勤務債務(債務の減額)については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(７年)による按分額を費用処理しております。 
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（追加情報） 

     当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成

17年４月１日付で厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成17年６月28日に国に

返還額（最低責任準備金）の納付を行っております。当事業年度における損益に与えて

いる影響額は、特別利益として2,854百万円計上しております。 

 

 

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 

７ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

会計処理の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産
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財務諸表に関する注記 

 
（貸借対照表関係） 
 
 
 
 

当期 
(平成18年３月31日)

前期 
(平成17年３月31日)

 １．有形固定資産の減価償却累計額 172,172百万円 172,481百万円

 
２．自己株式 

834,195株 
 

691,653株 

 
３．偶発債務 

 
 

 

    債務保証 8,854百万円  14,328百万円

   経営指導念書等                    84  〃            82 〃 
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４．減損損失 
   当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。 

          
用途 種類 場所 

遊休不動産 土地 北海道標津郡他 
 
       事業の種類別セグメントをベースに資産のグルーピングを行っております。上記の

資産は遊休状態であり今後の使用見込みもないため、当該資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し減損損失（18百万円）として特別損失に計上しました。 

       なお、これらの回収可能価額は、主に売却予定価額もしくは相続税評価額等に基づ

いて合理的に算定した価格に基づく正味売却価額により評価しています。 

 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（税効果会計関係） 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
当期 

(平成18年３月31日) 
前期 

(平成17年３月31日) 

繰延税金資産 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 71百万円 2,688百万円

 賞与引当金損金算入限度超過額 1,980 〃  2,051 〃 

 未確定費用概算計上否認 980 〃  1,075 〃 

 減価償却費損金算入限度超過額 707 〃  665 〃 

 未払事業税否認 208 〃  269 〃 

 株式評価損否認 1,427 〃  1,077 〃 

  貸倒引当金損金算入限度超過額 2,646 〃  － 〃 

 その他 390 〃  2,189 〃 

繰延税金資産合計 8,412百万円 10,017百万円

繰延税金負債  

 圧縮記帳積立金 △2,972百万円 △3,076百万円

 その他有価証券評価差額金 △6,316百万円  △3,426百万円

繰延税金負債合計 △9,288 〃  △6,503 〃 

繰延税金資産の純額 △876百万円 3,514百万円

  

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差
異の原因となった主要な項目別の内訳 

 
当期 

(平成18年３月31日) 
前期 

(平成17年３月31日) 

法定実効税率 40.4％ 40.4％

 (調整)  

 交際費等永久に損金に算入されない項目 4.4〃 6.5〃

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3〃 △1.8〃

 住民税均等割 1.1〃 1.5〃

 研究費等の法人税額特別控除 △4.0〃 △5.2〃

 その他 △0.1〃 △0.7〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.5％ 40.7％
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